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(第2次 海外情報処理実態調査団報告書より)

当財団では,米 国および欧州における情報処理および情報処理産業について,そ の実態を調査するととも

に,各 国での発展の背景 と今後の動向を把握し,わ が国における情報処理産業の発展に資するたy),昭 和44

年10月4日,10月19日 からそれぞれ約1カ 月間にわたって欧州および米国に情報処理実態調査団を派遣(調

査先:米 国14機 関,欧 州7カ 国15機 関),「 米国および欧州における情報処理の実態」 として報告書をとり

まとめ公表するとともに,本 年2月26日,機 械振興会館 ホールにおいてその報告会を開催した。
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2月26目 報 告 会

米 国の ソフ トウェア産業 は,シ ス テム開発 を中心 とす

る頭脳会社的 なグル ープ と,情 報処 理サ ービスを行 な う

計算 センター的な グル ープ と二 つの方向か ら発展 したが

いずれ もNASAの ア ポロ計画,軍 関係 のシステム開発

な どの巨大かつ長 期にわた る需要 に よって薯 しい発展 を

遂 げ た。

現在,米 国お よび カナダに ソフ トウェア会社 と呼ばれ

るものが735社 あ り,こ れ らの中には数人の スペ シ ャリ

ス トに リー ドされ てい る小規模企業 も数多 くある。 しか

し,こ の ような小規模企業 は設立 当初は とも角,年25%

とい う高 い成長率 を もつマーケ ッ トの需要に応 じるだ け

のスペシ ャリス トの確保は困難 で,や が て経営能 力に行

詰 りが来 て停滞 してしま うといわれ てい る。一 方,急 速

な伸長 を示 してい る大 子の ソフ トウェア会社は,卓 越 し

たマネージメン トと政 府,軍 関係 に よる大型 プ ロジェク

トを取 り扱 うチ ャンスに恵れ,し か も小規模企業 を吸収

す るな ど増大 す るソフ トウェア ・マーケ ッ トの需要 に応

えて きたが,ア ポ ロ月着陸船 が月 に到達 した今,ソ フ ト

ウェア産業は これ までに蓄積 したシステ ム開発力 あ るい

は資本 などを民間プ ロジ ェク トに向

けて どのよ うに展開 す るか とい う課
4■■断,

の 題に直面している
。

さしあた り今後当分の間有力な市

㌶パ 場対象 としては,州 政府,市 などに・鰯ラ∵

よ る公共 プ ロジ ェク トで あろ うが,

1こ の過程でさらに高められた実力が

メ

ド醸
.

一1一

次期の市場開拓 としての民 間プ ロジ

ェク トに振向け られ るよ うになる。

TSSサ ー ビスについて,今 後情

報産 業 として成長 す るためには,ハ
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ー ドウ ェア ・オ リエンテ ッ ドな単 なるTSSで は不十分

と考 え られてお り,今 回の調査先企業 の多 くはTSSを

よ り有効な らしめるソフ トウェアの開発に力 を入 れてい

る。すなわ ち,ユ ーザ ーの立場に立 った ソフ トウェアの

開発が今後 も決 め手にな ると思われ るが,TSSそ の も

のへ の需要 は今後 ますます増大す るこ とが予想 され,と

くに ビジネス用 の伸 びが期待 され てい る。

通信 回線 については,69年 初 頭 か ら規制 が緩 和 され,

2社 以上の会社 が回線 を共同で利 用で きるよ うにな って

いるが,TSSサ ー-tfスの 本格的発展のた めには,な お

種 々の問題 が残 され てお り,と くに通信回線の質 ・量・

料 金等,今 後に解決,改i勃 期 待 され る而 も少 くない よ

うである。

米 国大Pソ フ トウェア会社 では,フ ァシ リテ ィ・マネPt

ジ メン ト(FacilityManagement)を 新 たな有力商品

として考 えるよ うになって きた。 コンピ ュータ利用 の拡

大 とともに関係技術者 の不足,人 件 費の高騰,ハ ー ドウ

ェアの レベル アップ等 の問題が発生す るが,一 般 の企業

に とってはコン ピュータ関係の業務はいわば別の分 野で

あ り,こ の よ うな分野 の仕事 は企業外の専門家に委 せた

方が,よ り合理的,経 済的 であ ると考 えるよ うにな って

来 た。他方 ソフ トウェア会社 もアポ ロ計画の縮小 など,

そ の顧客 を国家機 関か ら民 間へ と向 けざ るを得 ない。 こ

うい う背景の もとに,今 日,ソ フ トウェア会社 は民 間市

場へ進出す るにあた り,一 般企 業で行 な って きた インハ

ウス処理か ら,そ の企業の システム開発か らオペレーシ

ョンまで,全 部 を一括 して引受 け るとい う傾 向がでて き

た。 これが ファシ リテ ィ ・マネ ージメン トであ る。

欧 州

7カ 国(英,仏,西 独,伊,オ ランダ,ス ウェーデ

ン,デ ンマーク),15の 企 業,研 究所,官 公庁 を訪問 し

たが欧州 の情報産業の現状,と くに英 国,フ ランスな ど

には一部米 国に もピケをとらぬ企業規模 や ソフ トウ ェア

の開発能力 などにす ぐれ た機 関 もあ り,ま た北欧諸 国に

して も規模 は とも角,あ る分野ではかな り進 んでい ると

い うことである。水準か らい えば,わ が国 との間に開 き

はない ともいえよ うか。

コンピュー タは米 国製が圧 倒的 であ り,同 時にIBM,

UNIVAC,GE等 の メーカーのみな らずUCCの よ う

な ソフ トウ ェア専業者の進出 も急速 で,こ れ らの事情に

対 していず れの国で も一種 の対抗意識 をこめ警戒 的な態

度 が感 じられた。

た とえば,英 国は 自国の コンピュー タ産業の育成,保 護

にあ る程度 成功 してい るので,欧 州において最 も進んで

い る とい う自負 を持 ち,自 国のみな らず欧州全般 におい

て角逐 しよ うとするよ うな意気 ごみが感 じ られ,ま たフ

ランスの場 合,コ ン ピューク市場 のあ らゆ る面 で米 国 と

競合す ることはで きないが,も っとも得意 とす る分 野,

た とえば各分野の ソフ トウェアの開発の面 で大 いに市 場

を開拓 してみせ るといった按 配で ある。

通信回線 の利用 は想像以上 の進展 を見せ てお り,少 く

とも今 回訪 問した7カ 国におけ る専用回線(リ ・一会ス トラ

イン)を 用 い るオ ンライン化 は情 報処理企業 とその顧客

との間を含 めて全 く自由であ る。 それのみか,す でに,

国 境 を越 えて隣国 との間で コン ピュー タと通信 回線 が結

ばれ てい るとい う例 もあった。

TSS方 式 に よるコンピ ュータの利用は,技 術計算,

科 学計算 が多 く,総 じてサ イエンテ ィフ ィックな分野 に

おけ るコン ピュー タ利用が進ん でい るよ うに見受 け られ

たが,最 近は事務 や経営 の分 野に利用 す る傾 向が急速 に

高 ま りつつあ るよ うで ある。

報告書 ご希望 の方 は,実 費(1部2,000円)頒 布 して

お りますので,当 財 団庶務課(内 線470)ま でお 申し込

み下 さい。
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中 央 研 修 所

第2期 研修終了
将来の情報処理分野における中核指導者養成を目的 とした当財団

中央研究所は,第2期 研修を8月4日 に開講し,12月13日 に終了した

刊

つ

つ

第2期 研修 は,中 央 研修所企画委 員会(委 員長 山内二

郎東大名誉教授 ほか委 員22名)を 中心 に,第1期 研修の

経験 を生 かし,さ らに各界 のご要望,ご 意見 を も参考 と

して,選 択受講 コースを設定 した。

す なわ ち,次 の4つ の コースは全体 を とおしてコン ピ

ュー タ ・スペシ ャリス トを育成 す る体系 的 コース とな っ

てい るが,コ ース ごとの選択受講 も出来 るよう考慮 して

い る。

第1表 第2期 研修生の勤務先区分

Oプ ログ ラミング コース

コンピュータ ・スペシ ャリス トに必 要な専 門知識,な

らび に上級プ ログ ラム技法 を修 得す るコース。

○ 経営科学 コース

コン ピュータ ・スペ シ ャリス トに必要な経営科 学技法

等 を修得 す るコース。

Oシ ステム設計コース

システムの構成ならびに設計および技法を各種実例を

通 して修得するコース。

・一緒i舩 庁(人)璽網 ⇒
一瞥 業 平欝 令

L

プ ロ グ ラ ミン グ
コ ー ス

6 8 16 29.4

経営科学コース`5
1

9 26 30.0

,

シ ス テ ム 設 計|5
コ ー ス

12 23 31.1

特 別 講 義 5 6 20 32.4

ま た,第2期 研修の期 間は8月4日 よ り12月12日 ま で

であ るが原 則 としてプ ログ ラ ミング コ ー ス は 毎月第1

週,経 営科 学 コースは毎 月第2週,シ ステ ム設計 コース

は第3週,特 別講義は第4週 に繰み込んだ。

研修 コース別 のカ リキ ュラムは第2～5表 の とお りで

あ る。

第2表 プ ログ ラ ミング コー ス

O特 別 講義

コン ピュータ ・スペシ ャリス トに必 要な広 い視 野を養

成す るための コース。

7月1日 よ り7月19日 までの受付で,全 コP-一ス 受講希

望者 が35名,コ ース別受講希望者はプ ログ ラ ミング コー

スに12,経 営 科学 コ・・ス17,シ ス テム設計 コース28,特

別 講義7の 計64名,受 講希望者総数 では93名 で あった。

このた め面接試験 と書類選考 に よ り受講者 を決定 したが

プ ログ ラ ミング コース以外 は定 員の増加措置 を とった。

第2期 研修生 の勤 務先区分 お よび平均年令 は第1表 の と

お りで ある。

概

論

プ

ロ
グ

ラ

ム
シ
ス
テ

ム
各
論

「よい プ ロ グ ラ マー とは 」(パ ネル デ ィス カ ッシ ョン)

コンピュータシステムの設計1

プ ログラムの生産管理

プログラムの文書化

入力データの検査

皿

プログラム言語1

OS概 説

〃

通信制御

TSS

丑

皿

皿

-

正

I

I

コ ンパ イ ラ ・コ ンパ イ ラ

ー3一
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シ ミaレ ー シuン 言 語1,11,ll[

〃 モ デ ル1,][

〃 ケ ー ス ス ク デ ィ1,皿,∬

(1/AlphanumericFORTRAN

物 』ンイゾ ラ リー プ ログ ラ ム テ ス トお よ び 使用 説明 書

作 成

③FORTRAN検 定 プuグ シ ム

④COBOL検 定 ゾuグ ラ ム

⑤FORTRANに よ るGPSS

第3表

第4表

経営科学 コース

概}経 営科学概論

紬ORの 働 の基礎騨L皿,皿
|

システム設計 コース

確 率 お よび 統 計1,皿,班,IV統

雰 多獺 噺LL・
析i時 系列分析LL正

当 システム辮LLI皿ロ
システ・設計LL皿

態 シ ス テ ム理 論1,皿,皿,Iv
1

1

シ1

'・.「T..・一 －rr-一 吟 一重一一 「

S.0.P.1,1[

; フ ァ イル 構 造 と メ ン ラナ ン ス1,L皿

姦 システム技法1,皿
法 1.R.

生産 システム概論1,1

各 生産システム(石 油)1

種
シ

〃(製 鉄)∬

; 〃(自 動車)皿

癖己 理。ス三船)1
1

1

〃 皿

一 「 〔 馳一 ぴ

;オ ン ラ イン バ ンキ ング シス テ ム
:

各
:

座席予約システム

種
シ
NHKTOPICS

拳 建設の進度管理

嚇 人事管理 システム
析
会計情報システム

補給部品管理システム

人 間 社 会 の コ ミュニケ ー シ ョン1,五,正

そ
の
他

MD.P.の 問 題 点

シ ス テ ム持 論1

〃 皿

}

●

i最 適fヒ・P泣:

:
i計 画決定論

1最i配 分モデル`適i

化i在 庫モデル

測 。ケ。。.リ 。グ

待ち行列

1

W,班

皿

-

皿

皿

x

皿

-

i

I

I

I

I

●

1取 り替えモデルと信頼性概論
1,E

経
済
分
析

産 業 連 関 分 析1・1・li

計 量 経 済 分 析1,L皿,N,V

会 計 財 務 シス テ ム1,五
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第5表 特 別 講 義
第3期 研修は じまる

Computerstudiesonhumandecisionmaking

Parallelprocessinglanguages

経 営 哲 学1

〃1[

MISI,1,皿

情 報 処 理 産 業特 論

行政 に お け るEDPSの 現 状 と将 来

経 営 者 か ら見 た コ ン ピ ュ 一 夕 シ ス テ 人

MIS特 論

社 会 工 学 概 論1

〃 ∬

行 動 科 学

組 織 論

デPタ 通 信 の動 向

計 算 セ ン ター の管 理

事務 計 算 と技 術 計 算 の 実 際1,皿

ComputerGraphics

第1期(43.10.14～44.3.20),第2期(44.8.

2～44.12.13)研 修 に ひ きつづ き,第3期 研修 を45年

1月19日 よ り開始 したが,こ れの終 了予定は6月 上旬で

ある。 カ リキ ュラム内容 は第2期 とほぼ同 じで,第2期

の実施成果 に もとづ き多少 の修正が加 え られて いるが,

大 きな変更 はプ ログ ラ ミング コースの実習及びゼ ミナー

ルの時 間を増 や した ことで,こ れ に よリテーマ別の実習

が一段 と充 実す ることが期待 され る。

また,従 来の面接試験 だけの選考方法 では選考 が困難

にな ったので,第3期 の募集 では筆記 試験 を実施 した。

このた め応 募者 数は第2期 を下まわ ったが,選 考の結果

第3期 研修生 の勤 務先区分治 よび平均 年令は第6表 の と

わ りである(、

/護

第6表 第3期 研修生の勤務先区分

元轟

難1

コ ー ス 名

プ ロ グ ラ ミング

コP・ ス

官公庁(人)i業(人)
!情報関係企1一 般企業!平 均年令

1(人)1(才)

㌻

メ. .

5

li降営科学
コブ

計

ス

設
ごテスシ

コ

議管理男時

【～

パ
～

6

☆灘㌘ 』

ば

'
バ
づ

篭

7

8

6

5

9

12

22

8

28

28

29

30

特 別講 義M.V.Findler教 授
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通産省予算案を基礎に

情報産業振興へ長期路線

45年 度予算の政府案が決まり,情 報処理関係への支出

の大筋 も固まったが,通 産省はこれを足がか りに,多 角

的な情報産業振興施策を強力に展開しょうとしている。

難題 も多 し

走 尾 正 敬*
●

通産省 では,Φ=・ ンlfユ ー クo)レ ン クル制(JECC

体 制)の 再 検討 と,メ ー カーα・集約化 ・再編成② ソ'フ ト

ウ、nアの価f直体系の確立,権 利の保護,流 通 の円滑化な

ど,ハ ー ド,ソ フ ト両 面の懸案事項 を早急 に解決 して,

今後,わ が国情 報産 業カミ全体 として調和 の とれ た形 で発

展 してい くための長期路線 を固 めてい くちえであ る。 し

か し,外 資 とのか らみな どか ら,現 実に横 たわ ってい る

問題 は予想以上に根深 く,通 産省の思 惑 ど うりには運 び

そ うもない情勢 にあるよ うだ。

1月 末 に決 ま った情報産業関係予算案の二本柱は 「情

報処理振興事業 協会1の 新設 とJECC(日 本 電 子計算

機,小 山雄二社長)に 対 す る開銀融資 の拡 充であ る。情

汲処理振興事業協会 は通 産省 が当初要 求 してい た 「情報

処理振興事業団!の 身代 りとして認 められ た もので,一

般会計出資2億 円,民 間資金2億 円を基金 に政府 認可法

人 とLて,10月1日 に発足す ることにな った。 同協会 の

撒㍊ な事業 は融資事業 と振 興事業に分かれ,融 資而 でば

財投 資金40億 円を もとに,ソ フ トウ ェア会社が市中銀行

か ら資金 を借 り入れ た場合 の債務保証 を中心に行な う。

振興事業 では一般会計 か らの補助金3億 円に よる汎(は

ん)用 ソ フ トウェアの開発,そ れにプ ログラムの コンパ

_ジ ョンサFビ ス,ソ フ トウ ェアの流通促進な どを取 り

上げ る。一ーーーi方,JECCに 対 しては,開 銀か ら44年 度分

の追 加 と45年 度分 合わせて240億 円が融資 きれ る。

祈 日本経済新聞社編集局工業部

通産省の要求では 「情報処理振興事業団」設立につい

て財投110億 円(こ の うち,JECCに70億 円を融資)

JECCへ の融資が44年度追加分100億 円,45年 度 分

200億 円だ ったことからみれば,政 府予算案はかな り後

退したものになっている。 これについて国産コンピュー

タ業界をはじめ,関 連業界筋の多 くは,一 応評価できる

内容 として,通 産省の予算獲得に払 った努力には敬意を

表している。情報処理振興事業団の新設については,は

じめから悲観的だったこともあ り,後 退はしたものの,

「協会」 という形で認 められた点 を好感してお り,こ れ

でソフ トウェア産業振興の路線が敷かれたもの とみてい

る。JECCへ の融資200億 円のうち,45年 度分はほぼ

150億 円の見込みだが,こ れまでの最高が44年 度 予算

(追加分を除 く)の90億 円だったことから,「 これで満

足とい うわけではないが,100億 円の大台を突破 したこ

とはかな りの前進 といえる。追加融資も大幅に認められ

たので,45年 度の追加 も十分期待が持てる」(JECC)

としている。逆に,「 現在,日 本が手を打つべ き重要施

策の一つである情報化対策には,も っと積極的な配慮が

ほしか った。JECC資 金 もなお不足だし,ソ フ トウェ

ア関係の育成のために要望してきた事業団の新設 も認め

られず,こ れに代わる措置に終 ったことはす っきりせず

残念である」(土 光東京芝浦電気社長)と の批判,失 望

も少な くない。

通産省ではこうした予算案について,① 事業団の新設

■

一6一
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は見送 られたものの,実 質的には協会で十分カバーで き

る②JECCの 資金繰 りはなお窮屈だが,買 い取 り制の

普及で,な ん とかしのげるとみている。

今回の予算決定で一応,情 報産業育成への体制づ くり

の基礎固めができたと判断,今 後はコンピュータ産業を

はじめとする情報産業の貿易,資 本自由化 という命題 も

あるので,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア両部分の均衡の

とれた発展をめざすことにしている。

きし当たって,①JECCに よるレンタル方式に再検

討を加えるとともに,国 産コンピュ・一夕6社 の集約化,

再編 を急 ぐ②産業の情報化,ソ フ トウェアの権利保護,

通信回線の利用などに指針を示して,そ の内容を充実 さ

せてい く一 などを検討事項 として取 り上げる。このた

め,産 業構造審議会情報産業部会 と,電 子工業審議会宙

子計算機政策部会の場を通じ,ハ ー ド,ソ フ トの両面か

ら今後の情報産業育成の方向を改めて検討する。 ここで

は特に,業 界の体制整備促進施策や社会,産 業の情報の

質的充実を通じて,五 年以内にわが国をアメリカの情報

格差を解消す ることを目指 している。

情報産業部会は,昨年5月30日 の答申以来,ひ さびさに

開かれるもので,審 議の中心 となるテーマはソフ トウェ

ア産業存立の基盤 ともいえるソフ トウェアの価値基準,

権利保護の問題,さ らにはデータ通信の回線 自由化に伴

う情報ネ ットワークの形成や個別の産業ごとの情報化の

実態,お よびその未来図一 などになるようである。電子

計算機政策部会では,過 度の資金不足にあえいでいるJ

ECCの あり方を再検討する。通産省 としては,JEC

Cの 取 り扱い機種の削減,現 存の財政資金依存体制から

脱皮を進める老だえが,買 い取 り制,自 社レンタル制の

実施などが一般化 してくれば,メ ーカー各社の資金調達

能力の差によって,企 業格差が生じ業界の集約化,再 編

成への道が開けるものと見込んでいる。

特に,最 大の急務となっているレンタル資金問題では

通産省,JECCと もかな り前向 きの 考 え を持 ってい

る。通産省は現在開期中の特別国会に,コ ンピュータを

動産抵当の対象とするための 「電 ゴ計算機 抵 当 法 案」

(仮称)を 提出する方針だが,JECC,通 産省は同法

案の成立を前提に,担 保付 きJECC社 債の発行を軸 と

するレンタル資金の長期調達計画作成を検討している。

通産省がまとy)たi山 子計算機抵当法案」の骨子は,

所有者が,コ ンピュータを通産大臣の確認を受けて所有

権保存登記すれば,い つでもこれを抵当権の対象 とする

ことができ,金 融上の担保価値を持たせることができる

一 一というものである。 これは産業の情報化,情 報産業

の育成強化推進を企図 したもので,同 法案か成立すれば

1,一般企業のコンピュータ買い取 りがふえるので,JE

CCの 資金負担が軽減で きるほか,コ ンピュータ以外に

これといった資産のないソソ トウェア会社,計 算 センク

ーなどの情報処理サービス企業の資金調達能力を強化で

きる②JECC自 身,1同 社の保イ∫するコンピュータを抵

当にすれば,金 融機関からの借 り入れ増が十分期待で き

うるうえ,将 来の社債発行が楽に実施で きる一 などの

メリットがある。

JECC独 自の企業努力で現在の窮状を打開するには

コンピュータを抵当にして市中銀行からの借 り入れをふ

やし,時 をみて担保付 き社債の発行に踏み切る とい

うスケジュールが最 も有効 とみられている。発行時期な

ど具体的な計画はまだ煮詰 っていないが,そ の基本構想

によると,当 初は一般公募ではな く,JEccの 株主で

ある国産コンピュe－夕6社,金 融機関などを対象とする

一－SSの縁故債 としてスター ト,発 行後2～3年 後をメド

に一般公募に踏み切る考えである。担保付 き社債の発行

を検討しているのは,JECCの 性格上,製 造業などの

民間企業に比べると,企 業とレて,収 益力な どの点で魅

力に乏しく,無 担保では買い手がつきにくいとの判断か

らである。

社債発行の前提 として,レ ンタル資金に占める社債,

借 り入れ,レ ンタル料収入,増 資などの比 率 を 明確に

し,長 期的には①開銀融資を社債で肩代 りしてい く②株

式 を公開するとともに,社 債を株式に振 り向けるため,

一7
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転換社債 に切 り換 えてい くな どで,一 般企業並みに配当

を実 現す る意lrijもあ るよ うだ。

通 産省は,昨 年5月,産 構審情報産業部会 の答 申を受 け

て,「 お そ くとも一年 以内に情報産業 育成 の基礎作 りを

乗客りたい」 との考 えを明 らかに したが,こ れ を裏付け る

ように,き わめて積極的な姿勢 を打 ち出 して いる。 しか

し,45年 度 予算案 では,こ うした通産省の姿勢 を資金面

か ら全面的にバ ックア ップす るところまではい っていな

い.そ れに,情 報産業 育成 を軌道(こ乗せ るために 早急 に

rをv)け るべ き個 々の課題 も多い。 まず第一 に,10月 に

発足 する ユ淀 の情 報処理振興1迷 協会 の運営 ルールの設

定 であ る.、つま り,同 協会 と,こ のほ ど通産 省の指導 で

発足 したソソ トウェア産業振興協議 会(会 長北代誠弥 日

本 ソフ トウェア社長)を は じめ,日 本情報処理開発 セン

ター,目 木電 子工 業振興協会,日 本経営情報 開発 協会,

日本 ソつ トウェアな どの既存 の情報処理 関係 団体 との間

で,役 割 の分担,機 能 の調整 を ど う進 めてい くかである

さらには,JECCへ の 開銀融資額 と引 き換えに,J

ECCの 取 り扱い機種か ら小型 コン ピュータをはずす こ

とにな ったので,メre－ 力r・に とっては 当面のJECCか

らの未払 い代金増 とともに,負 担 が一段 と重 くな るが,

さ し当 た り,こ れ をど う救済 してい くか一 も問題であ

ろ う。JECCレ ン タルの約2割 は この種 の小型機 だが

小型 を主力 にしてい るメーカーに とっては,か な り厳 し

い局面 を迎 える ことにな るに違いない。

また,将 来り方向 として考 えているメーカーの集約化

業界再編成 にして も,現 実 には困難が多過 ぎる。 メーカ

e-6社 は それぞれ,総 合電機 メー カP-,電 子 機 器 通信

機 メーカーであ り,い わ ば 兼 業 メー カーであ る。 あ ら

ゆ る分野 で激令 してい る同志 の合併 はあま りメ リッ トが

な く,こ れ は事実上不可 能に近い。6社 の コンピュータ

部 門を切 り離 して,い くつかに統 合す ることも,コ ン ピ

ュータ技術の波及効果を期待するメーカーにしてみれば

およそ現実離れした議論である。一方,昨 年夏,日 本電

子工業振興協会が派遣 した欧州電算機産業調査団(団 長

渡辺弥栄司アジア経済研究所監事)の 報告では,イ ギリ

ス,フ ランスな どの実情を考えると,わ が国では従来通

り,競 争原理を基盤にすべ きだ,と している。集約化,

業界再編成 と競争原理 との調和をどこに見い出すかは,

今後ハー ドウェア面の施策の最大の焦点 ともな り得よう

いずれにしても,情 報産業の育成,産 業の情報化促進

施策は大きく動 き出そ うとしている。 これ らの基本ルー

ルを定めようと,通 産省の 情 報産業振興法」(仮 称)

自民党情報産業振興議員連盟(会 長橋本登美三郎氏)の

i情報産業基本法」(同)な どのプランも登場 しようとし

ている。情報産業は,住 宅産業などとともに,シ ステム

産業のエースとして,将 来の発展が約束 されているが,

「この健全な発展を促すためには,行 政指導する側 も,

これまでのような 「タテ割 り」方式を改 め る必要があ

る。 「情報産業は通産省だけに任せればよいとい うもの

ではない。通産省をはじめ,郵 政省,大 蔵省,文 部省,

科業技術庁,電 電公社な どの関係省庁がいわば,システム

的に結合して,総合行政 として進めるべ きだ」とい うのが

大方の意見である。 これを総合行政へ導 くのはやは り,

政治の力以外にはない。

これにっいて,橋 本登美三郎氏は次のように述べてい

る。

「知識産業の立ち遅れは国家,民 族の危機を意味する。

幸いに政界では情報化への関心が急速に高 まってお り,

われわれの情報産業振興議員連盟のほかに,自 民党は正

式機関として情報産業調査会を設 けたし,与 野党議員有

志による情報化研究懇談会 もこのほど生まれた。情報化

社会への対応の問題ほど超党派で取 り組むのにふさわし

い問題はない。」

■

■
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TSSの 実 験 研 究 の 開 始

最近 の コン ピュー タの内部演算速度 は,技 術の進歩 に

よ り非常 に高速化 され,コ ン ピュータに問題 を入力 して

か ら,回 答 の出力 を得 るまでの時 間は非 常に短 か くな っ

て きた。

しか し,従 来か ら使 われ ているバ ッチ処理方式 では問

題が発生 してか ら,答 がその利用者 に戻 って くるまでの

時間,即 ちターン ・ア ラウン ド・タイムは決 して短縮 さ

れ た とは思 えない。仕事 の能率 を考 えた とき,タ ーン ・

ア ラウン ド・タイムの短縮 は勿論 のこ と,利 用者 が 」二軽

に,い っ で もコン ピュータを使 えるこ とが必要 であ り,

いわ ゆる機械 との結合 が融通性 を もって緊密 に行 われ る

システムが要求 され るこ とになる。

そこで,中 央 に大型 コン ピュータを設 置し,こ れ と通

信回線 で結 ばれ た複数 の端末機 を複数 の利用者が操作 す

ることに よ り,そ のコン ピュータを同時 に利用す る こと

の可能な,い わ ゆ る タイム ・シ ェア リング ・システム

(TSS)が え老 られ た。 しか し,わ が 国ではクイム ・

シ ェア リング ・システムの利用 が実用化 の段 階 に至 って

いな い。

当財団では,タ イム ・シェア リング ・システム利用上

(館内)

の問題研究 を口的に,昭 和43年10月 か らNEACシ リー

ズ2200モ デ ル500/200を 用 いたタイム ・シ ェア リング ・

システムの実験 を開 始した。

この実験 は,ま ず,当 財団 内に4セ ッ トの端末機 を設

置 し,プ ログ ラムのデバ ッギ ングの能率化 をはか る とと

もに,文 献検索 をオン ラインで行な うため∪)OLKWOC

シ ス テム,ソ フ トウェア開発 およびデ ータ処理 の工 程管

理 システム等 のアプ リケーシ ョン ・ソ フ トウェアを開発

した。

また,こ のタイム ・シ ェア リング ・システムは当財団

で情報処理技術者 の養成事業 の一環 として行な っている

中央研修所 において も利川 されてお り,研 修生}こ対 し,教

材用 として これ らの端末 機を自由に使用 させ ているが,

特 に研修生 の実験研究 のためのプ ログ ラム作成 に好評で

あ り,か な りの成果 をあげている。

そ こで,こ れ らの開発成果 を もとに実験範囲の拡大 を

はか り昭和44年10月 か ら11月 にか けて,ご らに端末機 を

増設 し,館 外 の通商産業省重工業局,郵 政省電気通 信管

理宮室,電 電公社技術局 にそれぞれ通信回線 を介 し端末

機 を1セ ッ トず つ合計3セ ッ ト,会 館 内の機械振興協会

端 末 機 別 実 験 対 象 業 務

端 末 機 設 置 場 所 主 な.対 象 業 務

(財)
日 開

本 発情
セ
報 ン
処 タ
理1

計 算 機 室 ○ ン1'ンラ ・fンKWOCシ ス テ ム の開 発 ・利 川

○ 作 業 管 理情 報 シ ス テム の開 発 ・利 川

○ 種 々 の プ ログ ラム デ バ ッグ

○ デ モ ンス トレー シ ョンキ ー ・パ ンチ室

中 央 研 修 所
○研修生の研究用 として利用
○デモンス トレーション

(財)機 械 振 興 協 会 ○産業連関に関するプログラム等の統計業務

(社)日 本 自動 車 連 盟 ○新規会員の予測,継 続会員に関す る統計業務等
、

1

(館外)

端 末 機 設 置 場 所 主 な 対 象 業 務
.

通商産業省重工業 局 ○省内の計算機教育 ○デモンス トレーション
○経済 」争測や種々の統計業務

.

郵政省電気通信管理宮室
OTSSに 関する教育
○科学技術計算用プログラム

.

日本電信電話公社技術局 OTSSに 関する教育
○科学技術計算川プログラム
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(当 財 団の端末機 を移設)2バ:び 日本 自動 車連 盟に各

1セ ッ トを設置 し,本 格的な クイム ・シェア リング ・

システムの実験 を開始 した。 増設 し,,こ端 末機について

は使用可能にな ってか らの実働期間が短 い ため今後の

利用状況に期待 する ところである、.

な お,こ の タイム ・シェア リング ・シス テムに使 用

で きるゾ ログ ラノ・言語 は当初FORTRANだ け であ っ

たが,昭 和44年5月 か ら}撒COBOLも 使 用ii∫能 とな っ

た。

JIPDEC タ イ ム ・シ ェア リ ン グ ・

TSS用 コ マ ン ド

(コtt/1り

HELLo

BYE

sWITCH

lNPuT

じPDATE

OU'1'PU'r

cOuTPじT

RENじMBER

COPY

SAVE

LOAD

EDIT

RESERVI£

RENAME

MODECfiAN.GE

PURGE

PULL

FORTRAN

COBOL

L{NK

LINKC

START

RESTART

END

ASSIGN

COMPUTE

ASK

LIST

歪NQUIRY

TEACH

(ハ ノ メ ー.ク)

GC,UN,-pW－

－IDV-

FC,FN,-IDV-、-FM-

FC,FNτ,-FN2-

FC,i;IN',-CCC-,一(LB,じB)一,

-LN-
,… ドODV-

FC,FN,-CcC-,一( .LB,UB)一,

LN-,… 「

FC,FN、-LN-,-ODV-

FC,FN1,FN2

Fc,FN

FC,FN1,-CN-,-FN2-

FC,FN,-FT-,-FM-

FC,FN,-UOA-

-FC-
,FN1,FN2

FC,FN,-MOD-、'

-FC-
,FN,-CN-,-FDV-!

GC,FC,FNユ.-FN2-

FNI,-FN2-,-ODV!-,

-ODV2-
,-ODV3-,一'rRC-

FN,-IDV-,-ODV1-,

-ODV2-
,-ODV3-,-ODV4-,

-MODE-

-IDV-

-IDV-

FN,-ET-

-ET－

r

-

1

ー

通商珪美 育重工業局.

タイプライタ

郵政省電気通信管理宮室}
一 「 「 一 一 一 一 ー ー 一 一}一 一 『 一 「

1|

　

1タ イプライタ
|

(

デ ー タステーシ ョン

制 御 部

MODEM

ー

本

一

日

一〇

デー タステーシ ョン

制 御 部

[

[

－D1-
,-D2一 ノ

－FC-
,FN,-CN-,-D1-》

-GC-
,-UN-,-FDV-/

-RCC-

-CON-/

「 －

NEACや2200・500

コ ア ・メ モ リ

ア クセ ス タ イ ム

NEAC-2200・200

コ ア メ モ リ

ア ク セ ス タ イ ム

磁 気 テ ー プ 装 置

磁 気 テ ィ ス ク装 置

カ ー ド ・ リー ダ

カ ー ド ・パ ンチ

ラ イ ン プ リ ン タ

通 信 口 口

しぽ へ 　 　

(財

一10一

524K字

O.1881zs.字

65K字

2.0μs/字

8i64KC…6,20KC…2)

5`9.6M字,97.5ms)

.800枚/分)

iOO枚 ノ分)

2:420行 、分)

1200ボ ー

通

信

装

置

日本情報処理開発センター 機械振興会館B2ノ
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シ ス テ ム
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制 御 部

MODEM

-一|

DEM

MODEM

MODEM

MODEM

1イロ亙c
ジ ャー ナル

枯

MODEM装 置 当財団電子計算機室端末装置

機械振興協会

|

1
タイプライタ1
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ll

MODEMll

・1

1
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機械振興会館Bl)
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MODEM
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l
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MODEM
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一 最 近 開 発 した ソ フ トウエアー

■ 作業管理情報 システムシステム ■

概 要

このシステムは,作 業者 自身 あ るいはその監督者 か ら

提 出 された主 観的,客 観的な作業過程 に関す るデータを

もとに,プ ログ ラム作成 作業 を分析 し,実 際 の作業 の工

程管 理を行 な うための試作 か.;:び実 験 とい うべ きもので

あ り,オ ン ラインクー ミナルか ら随時,情 報 の要求が で

きるよ う,当 財 団の タイムシ ェア リングシステムのアプ

リケーシ ョンとして開発 した もので ある。

このシステムで使用 され る ファイルは2つ あって,1

v)は 機 械使用伝票 か ら作 られ
,他 の1つ は業務の発生時

に作 られ る作業見限 デーク,そ の作業が開始 されて学 ら

一定期間 ご とに報告 され る実績デ ークお よび これ らのデ

ークか ら判断 され る作業の推定進度,推 定完了期 日等 で

構成 され,次 の項 目を含ん でい る。 この中で○印 は見積

デ ータ。△印 は実績デ ークおよび⇔印は両者共通 のデ ー

タ として入力 され,こ のフ ァイルが作 られ る ものであ

る。

また,こ の システムはオン ラインター ミナル を用 い コ

ン ピュータ と会話 を行 うことに よ り,必 要 とす る情報 を

作表 するが,そ の表形式 には次0・種類が ある。

コンピュータ使用時間に関する情報

プ ログ ラム作成お よび プロダ クシ ョンのた めの使用 時

間 を把握 す るた めに第1表 の形 式で出力 す るが,こ こで

使 用 され るフ ァ/fル は計算:機イ吏川 伝票 か ら(乍られた もの

であ り,情 報を と りだすた め指定 で きる項 目としては コ

ンピュータ機種,業 務 番 号,期 間があ る。 この とき機種

だけを指定 すれば,そ の コン ピュータを使用 した全業務

について,デ バ ッグ時 間 と,プ ロダ クシ ョンに要 した時

間 およびその合計時 間が,フ ァイル に登録 きれ てい る全

期 間を通 して出力 きれ ることにな り,特 定の業務番号 と

期 間を指定 すれ ば,指 定期川 内に その業務のた めに使 用

した時 間が出 ノ」され る。

業務に関する情報

特定業務の進捗状況を把握するためのものであって,

第2表 の形式で出力される。 この情報を得 るために指定

で きる項 目は業務番号,作 業区分,プ ログラムステップ

番 号,担 当者 コー ドが許 され,業 務番号 とその他の項目

との組合せが自由にできるため,そ の業務に関する情報

の全部あるいは一部を出力することが可能である。

◆
○

○

△

⇔

⇔

◎

⇔

○

△

△

○

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

但 し,

使用機種

見積期 日

実績データ入力期 日

業務番号

作業区分

プログラムステップ番号

担当者コード

見積工数(時 間)

実績工数(時 間)

作業進度(%)

推定k三業進度(96)

進度差(%)

作業開始予定期日(年 月日)

作業完了予定期 日(年 月日)

推定完了期 日(年 月日)

完了期日差(日)

〔 〕内は項 目名の出力形式

〔PROJECT〕

〔WORK.DIV.〕

〔STEP〕

〔NAME〕

〔ESTIM(H)〕

〔RESUL(H)〕

〔PROG〕

〔E.PROG〕

〔B-A〕

〔START〕

〔FINISH〕

〔E.FINISH〕
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第1表 コンピュータ使用に関する出力形式

⊂O'・ip・・UTご 二くFA(=Oi・`231、)-6.O

TERMFRO∨O-0-O†07"-1-2;}OAＴE70-1-20

5-1

5-6

5-7

5-12

5-19

5-20

5・・21

5←25

5-26

6,1

6-2

6-8

D

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

4

0

4

9

2

2

4

7

5

1

5

↑
↑

6

5

4

1

1

1

1

3

-

P
ハ

503

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

D+R

4740

1500

0

1140

1590

120

0

0

1620

0

D

13260

1800

0

4650

6660

0

0

1320

40タ'

第2表 業務進捗に関する出力形式
PF～OJにCTN「 ハ:aO67

CO;-PtiTL「R

PROJ三CTL「AでEゴ

WORKDIV◆ST『o

S.DEsl6N

P・DESIGN

CODlNC,

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

B

O

O

O

8

0

0

∪

1

1

ー

り

0

0

S

O

O

O

S

1

2

r-OW)ILERsYSTEM

HITAC8白()O

K・TAKEMURA

NA.MEεSTIM

{H)

901K・ ＴAKEMURA

902M・KO… 〕AYAsHI

903S.YAMADA

931S.ARAI

932M・5AＴOH

9331・TANAKA

TOTAL

901K.TAKEMURA

902M.KOBAYASHI

9035・YA岡ADA

TOTAL

901K.TAKEy$'

go7い

第3表 個人1

NAト¶E5・YAMADA

COMPUTERPROJEフTWORKDIV・

NEAC

NEAこ

NEA⊂

HI「「AC

HITAC

HITAC

HITAC

HITA⊂

HITAC

2014

2014

2014

3067

3067

3067

3067

3067

3067

5●Dε51GN

P.DEslGN

REPORT

S・DESI(iN

P・DESIGN

CODZNG

P.TE5Ｔ

P.TEST

OTHER5

0

ら

〕

4

1

4

7

7

7

4

7

7

7

9

1

9

2

0

2

つ

4

3

ー

ユ

3052

R

O

O

O

O

O

O

O

O

D+R

13260

1800

0

4650

6660

0

0

OATE

REsUL

(H)

124

35

50

90

88

107

494

337

1∩'

こ関 す る 出 力 形 式

DATE70-2-15

5TεPEsTIMREsUL

{H)(H}

OlO

elO

O10

010

010

300

016^

300

う'

140

3go

]32

44

129

285

43

クサ'

134

48

0

50

83

224

D

6360

1630

0

360

1200

0

70-2ヨ う

1

E・PRO(三PRr)GB-A

ABB-A

1001000

8410016

1001000

1001000

8110019

1001000

100

E.PROG
A

100

15

0

100

79

100

PROG

B

1OO

13

0

100

100

一13－

A

A

－

一

(b

ロ
リ

0

2●

O

O

3053
R

O

O

O

O

O

o

5TART

YMD

69-2-

69-2已

69-2'

69-5-

69←5-

69-5一

3

3

3

6

6

6

D+R

6360

1630

0

360

L200

STAR↑

YMD

69-7-14

69-8-:

69-11-30

69-'

FINISH

YMD

69-3"1

69-3唱1

69-3-1

69-5嘩17

69-5-17

〆'

D

1980

0

360

0

介

FINIsH

YMD

69-7-30

69⇔11■P29

69-12'ク マ

ノ1PI)EC

3150

R

O

O

O

E.FINIsH

YMD

69-3-5

69-2-25

69-3-10

69-6,i

60・

、

E.FINISH

YMD

69-8.10

69-12-25

`

ジ ャー ナ ル

D◆R

19HO

－UPDATE

-YMD

469・ ・3-5

469・2-25

969-^

1ス

－UPDATE

●YMD

1169-8-10

266q

'

-　

}

「
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個人に関する情報

新 らしく業務が発生 したとき,そ の業務の担当者をだ

れにするかを決定する場合,各 個人が単独の業務だけを

担当していれば 「業務に関する情報だけで一1一分間に合 う

が,た いてい2つ 以上の業務を,部 分的に担当している

ことが多いため特定の個人に関する担当業務の進捗状況

が判断しやすい形 での情報が欲しくなる。そこで,個 人

に関する情報を第3表 の形式で出力することにしたが,

このときの項目指定は業務に関する情報 と同様である。

■PLDシ ス テ ム ■

(ProgramLanguageforSystemDescription)

一般 にプ ログ ラム言語 プ ロセ ッサ ー等 ジノシステム ・プ

ログ ラノ、を作成 す るためのプUグ ラム;「語 としては ,ア

センブ ラ言語 を用 いるのが ほ とん どであるが アセンブ ラ

言 語は当然 の ことなが ら,機 械語 と密接な関係 を も一、て

いて,ほ とノしど1対1に 対応づ け られ ている。

しか も,シ ス テム ・プ ログ ラム といわれ る ↓の はプ ロ

グ ラムの長 さが非 常に長 くな るのが普通 であ るため,命

令形式 の言 語ではプ ログ ラムを作 るとき,つ まらない誤

りが生 じ易 く,従 って完成 までの期 間 も長 くな る。 そ こ

で コーデ ィングが比較 的容易 とな り,処 理 の流れが判断

しやすい コンパ イ ラー ・レベル のプ ログ ラム記述 言語が

考 え られ る。

このPLDシ ス テムは,プ ログ ラム記述言語の体系 と

コンパイ ラを開発 した もので,PROCEDURE,DEC-

LARE等 のPL/1言 語 と,IF,DOス テー トメン ト等

のFORTRAN言 語 の機能 を合成 した もの であるが,

特 にowncodingの た めの機能 としてENTER,EXIT

を,ま た宣 言した領域の拡張お よび無効宣言のための機

能 としてEXTEND,CANCELを 付 加 した。 この シス

テムはFACOM230-60のmonitorVの もとで働 き

効率の良 い しか も,リ エ ン トラン トなオブ ジェク トプ ロ

グ ラムを作 りだす ことがで きることを特 徴 とし,次 の16

種 類 のス テー トメン トが使 用で きる。

1PROCEDUREgCALL

2DECLARE10RETURN

3assignmentstatementllENTRY

41F12computedGOTO

5GOTO13ENTER

6DO14EXIT

7END15EXTEND

8STOP16CANCEL

■

■ 日程 計 画 シ ミュ レー シ ョンプ ログ ラム ■
,

概 要

改良山積法 を応用 した多種少量受注生産工場に於 ける

日程計画 シ ミュレーシ 。ンプログラムで ある。

本 シス テムは全 ての テーブルは可変 であ りシ ミュレー

シ 。ンがや り易 く,ラ ンニング も入力 テープの作成 セク

シ ョン,負 荷 テーブル作成 セクシ ョン,負 荷 を実行す る

セ クシ 。ンの3つ の フェーズに分け,ま た,負 荷 を実 行

してい る時に,い つで もジ ョブ を停止 した り,再 開す る

事が可能にな っている。

プログラム言語

FORTRANIV(JIS7000)

効 果

本システムのすべてのテーブルが可変のため,組 み合

せを変えることによ り様々の作業工程のシミュレーシ。

ンがで き,そ の結果を得ると負荷時間や残時間が一 目で

解るようになっているため多種少量受注生産工場におけ

る日程計画作成が迅速化 きれる。

コン ピュー タ仕 様

主記憶 容量120KB

磁 気 テt-一プ装置3台

ラインプ リンタ1台

令
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ア ウ トプ ッ トの 一 例

℃

日 ・時
負荷数

工程
番号24＼

1
数

1

負

時

9 11
▲↑∬ψ

1

「寸

-

時ヘミけ
、

数
2
台替代

1*13
1]1529

ワ
】

2

　一 三'

t
O.60.410.0

1

211

1

213

3

0、0

215

1

H時

3910015

負 荷 数 ・・

3

段取剰 糠 混!911111
1.も・111]51却1-]51.[i2.%}

1間 ユ・4i

O.50.O

Oi

注
3
問
6

時
9
塒
α
声

[

1
負

未使用領域
11i

域
2

時

1113*1132

0.60.8
293
0.7

1

乃

=

-

o

=

1
9
】
ー

L
、

間

0

注

時

時
2
露

残

}百

番
固

n

α

時惇

i

2

U
∋
⑪
13
=
2 1

η0

.一
15

21531 _o
・61

2155
0.6

●.・

日 時 注
負荷時間

飛込用代替
機番2

A'　

1縦 の 位 置

3

横の剛
4e2i

295
0.7

)

一

平常作業・一;一 飛び込み作業

*E「]第1日15時 か ら17時 迄の2時 間域に2nッ トの仕事が負荷されている。1つ は第1nn11時 の注文

5番 号番の仕事で作業時間は段取時間30分 を加えて1.2時 間,2つ 日のfl事 は同13時 の～li文番号2番

の仕事で0.8時 間を要し,15時 間か ら17時迄の時間域の残時間はで0.0あ る。

■ 統 計解 析 ジ ェネ レー ター ■

」砂 概 要

コンピュー タを用 いて統計表 を作成 す ることは,し ば

しば一般 に行なわれ る ことであ る。統 計表作成 プ ログ ラ

ムの開発にあた って,表 頭,表 側 に何 を もって くるか,

見 出 しには何 を書 くか,行 間 はどれだ け必要か な どは,

見 やす く整備 きれ た統計表 を作成 す るために,考 慮 しな

けれ ばな らないこ とであ る。 しか し汎 用言語 として広 く

一般に使用 され てい るCOBOL ,FORTRAN等 で 上記

の こ とを加味 したプログ ラムを組 む と冗長 にな ることは

免れない。

統計解析 ジェネレーターは,ご く簡単な プ ログ ラムを

組 む ことに よ り,必 要に応 じて様 々な角度か ら眺 め られ

る統計 表 を作成 す ることを 目標 として開発 した プログ ラ

ムであ る。

プ ログ ラムの書 き方 は,概 略次 の様にな る。

1)デ ー タの インプ ッ ト及 びチ ェック。

2)個 々のデータの加工。(和,差,積,平 方根,他

にFORTRANの 標 準関数に含 まれてい る関数 が使

用 で きる。)

3)デ 一-7■の 分類。 表顕,表 側 の指 定。(深 みは3種

類迄可能)

4)分 類 きれたデー タ別 の計算。(デ ータ件数 のカウ

ン ト,和,平 均標 準偏差,メ デ ィアン,七 一 ド,中

央値)

5)見 出 しのプ リン トの指定。

6)統 計表 のプ リン ト。

1つ のプ1]グ ラノ・で幾表 もの統計表 が 作 表 可能 で∂,

る。

プ リン ト形 式は,標 準形式を含 めて種類の形式 がジ ェ

ネレーター内に組 み込 まれてわ'り,ユ ーザーはその うち

の必要な種 類 を指 定すれば よい。

またプ ログ ラムの書 き方2)に わける個 々の 加工 のデ

ータの個所 で,数 式 の計算 を行 な うことに よ り,数 表の

作成 もi,if"Eであ る。な お,標 準のプ リン ト形 式は次表の

よ うにな る。
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「

A

B

TESTl TEST2

A-l

A-2

A-3

A-4

A-5

TOTAL

B-1

B-2

B-3

B-4

TOTAL

TEfT3 TEST・1

PAGE

TEST5

●

効 果

速 やか に コーデ ィングす ることがで き,パ ンチ も容易

Lの ⇔o

コーデrン グ上の細かい テクニ ックは,全 く不用 であ

る。

プ ログ ラム言語

FORTRANIV(JIS7000)

コン ピ ュー タ仕 様

CPU

LP1台

MT3台

CR1台

専 有 メモ リー70K桁

万 国 博第2情 報 シ ス テ ム完 成t-'・

日本刀国博覧会 の開催 は 目前 に迫 ったが,そ の運営 管

理の ための情 報処 理システムの うち,当 財 団が開発中 の

第2情 報処 理システムは,こ のほ ど完成 し,3月15日 か

らの本番 使用 開始に先立 ち,現 在,万 国博協会本部別館

に開設 割 けこ第情報処理 システ ム運営本部 において試運

転中 であ る。 なお,第2情 報処理 システ ムは,次 の とお

りで,使 用 コンピュータはTOSBAC5400-20で あ る。

1,直 営 収入

2.委 託 業務収入

3.営 業賦課金計算

4.そ の他の収入

5.1窃 公 職～日系合ケLF}卜算:

6.臨 時 従 業日給{♪計算

7.貸 与 物品 フ ァイル

8.業 務労務入場許可 証

外人身分 証明書発 行

9.資PEフ ァ イノレ

10.保 険 資料作成

11.出 展 目録 フ ァイル

12.統 計 資料作成

一16一
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JIPDECだ よ り

基 金 の 変 更 当財団基金5億 円(設立時)を 田]和44年10月15日 付 をもって8億8千5百 万円に増額 しtこ。

為

李

役員の任免

昭和45年1月12日 付そ

の任期が満了す る理事14

名については,昭 和45年

1月12日 付主務大臣の承

認を得,再 任された。ま

た,同 日付黒川広二理事

の後任 として日本電信電

話公社総務理事庄司茂樹

氏が就任 された。顧 問お

よび役員は右の とお り。

顧 問

市 川

稲 山

植 村

北 川

進藤

役 員

会 長

副 会 長

専務理事

常務理事

理 事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

忍

嘉 寛

甲午郎
一 栄

武左工門

〃

監 事

丸紅飯田株式会社取締役会長

八幡製鉄株式会社取締役社長

社団法人経済団体連合会会長

住友電気工業株式会社取締役会長

社団法人国際技術協力協会会長

難波 捷吾

斎藤 有

吉田 剛

篠崎 敬

稲葉 秀三

川上 正光

駒井健一郎

小松 繁

小山 雄二

庄司 茂樹

高橋 秀俊

竹内彦太郎

中山 次郎

丹羽 周夫

浜田 成徳

堀越 禎三

松原与三松

山ロ ー夫

山下 英男

鹿野 竜俊

(五十音順)

社団法人日本電 」二工業振興協会専務理事

(五十音順)

財団法人日本経営情報開発協会副理事長

社団法人電子通信学会会長

社団法人日本電子工業振興協会会長

財団法人電波技術協会会長

日本電子計算機株式会社取締役社長

日本電信電話公社総務理事

社団法人情報処理学会会長

国際電信電話株式会社常務取締役

社団法人電気通信協会会長

財団法人機械振興協会会長

エレクトロニクス協議会会長

社団法人経済団体連合会副会長

財団法人大阪科学技術センタr名 誉会長

社団法人行政事務機械化研究協会会長

東京大学教授

財団法人機械振興協会専務理事

人事異動 昭和45年1月20日 付 日本電信電話公社よ り出向中の技術部長高柳晃が公社に復職(日 本電信電話公

社データ通信本部第二専用データ部長に就任)そ の後任 として日本電信電話公社技術局調査役高橋澄

夫が就任した。
/
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見学者視察等受入れ状況

昭和44年4月1日 から12月3旧 までに当財団を来訪 した見学者および視察者はつぎのとお りである。

12

24

7

13

21

1

H

28

9

12

22

29

18

22

26

6

8

18

19

25

●

●

●

●

●

■

.

4

4

5

6

7

8

8

10・6

27

30

11・12

18

1

8

9
"

9
臼

12・6

17

日本公認会計士協会(60名)

フランス政府湿気局(ビ ビアン サ ミノドン氏他1名)

東急建設㈱(7名)

三幸㈱(6名)

ソ連電 子計算機代表団(ア スターホフ教授他5名)

富士通㈱(30名)

千葉県教育センター(小 学校教頭研修会50名)

富士通㈱(30名)

学習院大学法学部学生(10名)

戒 ∫二王学院学生(60名)

HITACユ ・一ザー会5020分 科会(25名)

航空自衛隊幹部学校 ・指揮幕僚課程学生(34名)

文部省 ・大学図書館専門職員長期研修会(30名)

大阪府中小企業団体中央会(30名)

科学技術教育協会研修会(30名)

タイ ・チュラルンコーン大学 ・電子計算機科学研究所 イッティポン ・パ ッドゥンチーウィト所長

大阪市工業会連合会 青年経営研究会(20名)

日本電子専門学校学生(30名)

セガ ・エンタープライズ(6名)

海外技術者研究協会横浜研修センター・研修生(ブ ラジル2名,香 港1名,韓 国1名,マ レt・・シヤ1名,

台湾12名,沖 縄1名)

教育大学附属中学校2年 生(32名)

フランス政府情報処理派遣団(情 報処理委員長アレグレー氏他7名)

航空自衛隊幹部学校 幹部高級課程学生(13名)

富士学院(航 空自衛隊委託学生)(12名)

国際航空運送協会 情報処理部会(lnternationalAirwayTransportationAssociation-IATA)

DataProcessingSub-Committee)参 加者(20名)

日本電子専門学校学生(15名)

ソ連エレクトロニクス代表団(ソ 連科学アカデ ミPt,ラ ジオ技術電気大学副学長V.A.サ カロフ教授

他5名)

中華民国MIS生 産性視察団(12名)

航空自衛隊航空兵器課程学生(12名)

争
ノ

★ ★ ★
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一 ご 案 内 一一

刊行物およびスライ ドのご案内

各種報告ヨ 総務部 庶務課(内 線470)

当財団が実施する調査研究・り成果を報告するもので,こ れまでにつぎの報告書を発行しています。

争

分類番号

42-ROO1

42-ROO2

42-ROO3

報 告 書 名
金 額(円)

一 般 替助会員
備 考

43-E101

43-ROO1

43-ROO2

43-ROO3

43-1之004

43-ROO5

43-ROO6

43-ROO7

43-R101

43-R10

43-SOO1

43-SOO2

43-SOO

43-SOO4

43-SOO5

43-SOO6

44-ROO1

44-ROO

情 報処理需要の現状 と展望

国際情報の現状 と展望

情報処理技術の現状 と展望

ナシ ョナル ・インフォメーション・システム巾間報告書

米国における情報処理技術者教育の現状

米国における情報処理の実態

情湿処理技術の将来

情報産業における秘密保護

情報処理産業の発展予測

ソフ トウェアの流通状況とプログラムライブラリー

経営情報調査報告書

国際経済情報に対する企業の認識と需要

米国および欧州における情報処理産業の動向

米国におけるソフトウェア産業の動向

大容量の記憶装置による情報の貯蔵と検索方式の研究

標準プログラムパッケージの開発

新しい検索技術と検索システムに関する基礎理論の体系化

経営情報システムの理論とサプシステム

遠融情報処理に関する調査研究 とシステム開発

会話モードのコマンドの開発

プログラム登録集第1編(ア プ リケーションプログラム)

〃 第2編(シ ステムプログラム)

〃 第3編(ラ イブラリープログラム)

米国および欧州における情報処理の実態

海外における情報処理産業の動向

900 600

600 400

900 600 在庫 ナシ

間報告書 800 600

ユ,000 800

900 600 在庫 ナシ

1,000 800

ユ,000 800

る

],000 800

リ ー 600 400

2,500 2,000

1,000 800

600 400

1

1,00α 700

の研究 2,200 ユ,800 在庫ナシ

論の体系化

1,80ぴ],500
1

1,5001ユ,200 在 庫 ヲ・シ

2,40012,000 在庫 ナシ

1,5001,200

ログ ラム)

ユ;…i1,…

1,500i1,200

) 1,500 1,200

ラム) 1,300 ユ,000

2,00011,600
:

1,000}8001
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刊 行 物

情報処理ニ ュース(毎 月2回 発行)年 間講読料6,000円 総務部調査課(内 線442)

当財団が入手する海外の情報処理関係の動向を中心として,そ の中よ りトピックスを紹介しております。

1ス ラ イ ド

技術部教育課(内 線475)

当財 団ではプ ログラ ミング教育の ための視聴覚教材 を作成 してお ります。

やさしいFORTRAN－ カ ラース ライ ド222コ マ40,000円 テ キス トのみ550円

電 子計算機入門講座(SIP65)白 黒 お よび一部 カラー400コ マ45,000円

1近 刊 予 定

やさしいCOBOL－ カラースライド200コ マ テキス ト

情報処理技術者育成指針(基 礎編)

当財団が昭和43年度に通商産業省の委託を受けて作成 した 「情報処理技術者育成指針(基 礎編)」を,本 年6月 から次

のセクターごとに順次発刊する予定です。

●指針(基 礎編)の 内容

第1セ クター
計画および管理

企業内における日常業務 を検討し,改 善してその機械化をねらいとした比較的短期の計画を含んだシステム

の設計を行な うのに必要な教科の設定とその内容説明

第2セ クター
調査および予測

企業活動に必要な情報を収集し,こ れを整理 し,分 析して企業の将来の活動計画に資する資料を提供するシ

ステムの設計を行なうのに必要な教科の設定 とその内容説明

第3セ クター
計算制御

電子計算機を用いたプロセス ・コントロール ・システムの設計を行なうのに必要な教科の設定とその内容説

明

第4セ ク ター
コ ン ピ ュー タ総 合

電子計算機に関連する教育を行なう教師に,高 度な電子計算機およびそれに関連する技術を修得させるのに

必要な教科の設定とその内容説明

9

全 セ ク ター は,48単 位(1単 位15時 間 とす る)と な って い る。

●教育の対象

①大学 を卒業して3～4年 実務を経験した者

②セクター分野 とコンピュータの双方について予備知識を有している者

③本教科履修後はマネージャーの総括的指示にしたがって当該セクターのシステムの分析 と設計を行ない得 る者

・ ● ● ● ・
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◇

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動について詳 しくお知 りになりたい場合は,下 記あてご連絡 ください。

当財 団庶務的事項については 総務部庶務課(内 線470)

報告書等各種 出版物の入手 については 総務部庶務課(内 線470)

当財団の事業 の内容については 総務部企画課(内 線477)

各種調査の内容については 総務部調査課(内 線442)

情報処理 シンポジウムについては 、 総務部調査課(内 線442)

万国博情報処理 システムについては 技術部技術課(内 線471)

プログ ラム登録および各種標準化については 技術部研究課(内 線478)

中央研修所講習会お よびス ライ ドについては 技術部教育課(内 線475)

情報処理 サービスについては 電子計算機運営本部計算業務課(内 線202)

システムお よびプログラムの研究開発については………電子計算機運営本部開発課(内 線215)



●

繋 日本情 報処 理開発セ ンター
東京都 港区芝公園21号 地1番5機 械振興会館(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)
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